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けでございますけども、そのような国が直轄を

して行う場合の予算というふうなことでござい

ますので、当市においての直接の影響はござい

ません。 

 

 

 佐々木謙二委員の総括質疑 

 

 

○蒲生光男委員長 次に、順位４番、議席番号７

番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 私の方からは３点につ

いて通告をさせていただいておりますが、順次

お伺いをしていきたいと思います。流れとして、

１番と２番が関連してきます。特に２番目がメ

ーンとなって、いろいろと質疑をさせていただ

きたいというふうに思っておりますが、午前中、

安部委員もこの件に関して質疑をされておりま

すので、若干重複する部分があろうかと思いま

すので、その点はご容赦をいただきたいなとい

うふうに思っております。 

 まず最初に、長井市の財政状況についてとい

うことでお伺いしたいわけでありますが、財政

健全化法がことしから施行されまして、財政健

全化判断比率、４つの指標があるわけでありま

すけれども、これが公表されております。これ

はご案内のとおりでありますが、財政再生団体

は夕張市が１市だけであります。早期健全化団

体、これは全国で1,798団体、自治体があると

いうことでありますけれども、そのうちの21市

町村が健全化団体に指定をされたということで

報道されております。そして、その21団体のう

ち19団体というのは実質公債費比率、これの基

準値25％のオーバーだというふうに言われてお

ります。その要因となっているのは、過去の公

共施設への投資、これが要因となって累積債務

が大きくなって基準値をオーバーしているとい

う中身のようでございます。一般質問でも財政

課長にお伺いしたわけなんですが、長井市の実

質公債費比率23％というのは全国でどの位置に

あるのかということの質問に対して、1,798団

体のうちの57番目だということでありますから、

非常に高いランクにあると、非常に厳しい財政

環境にあるんだろうなということがおわかりに

なるわけでございます。 

 それから、公債費負担適正化計画の策定が義

務づけられて、起債の許可を必要とする18％基

準、これをオーバーしているのが全国で396団

体、18％以上ですら396団体、それが23％です

から、いかに長井市の状況が厳しいかというこ

とがうかがえるんだろうというふうに思います。 

 この東北地区で早期健全化団体に指定された

市町村、これが３団体ございます。一つは新庄

市でございますが、県内で１カ所、それから青

森県の大鰐町、これは１万2,000人くらいの人

口規模のところでございますけれども、この地

区はリゾート法を活用して開発を進めた。温泉

とスキーの町と言われているようでございます

けれども、これがリゾート法を活用して温水プ

ールとか植物園とかいろんなものを開発したあ

げく、第三セクターでやったんですけれども、

残念ながら、バブル崩壊になりまして、もくろ

みが外れて廃墟のような状態でございました。

これＮＨＫで放送したんです。「クローズアッ

プ東北」というふうなことで、危機に瀕する地

方財政ということで紹介あったんですが、そう

いう状況が背景にあって、健全化団体として指

定を受けたということのようでございます。 

 それから福島県の双葉町、これは7,000人ほ

どの町でございます。ここは原子力発電のある

町というふうなことで、非常に周辺市町からも

うらやまれるほどの公共施設の整備の進んでい

る町というふうなことで紹介ありました。ここ

も「もんじゅ」の事故がありましてから原子力

発電所を計画されておったものが中止になった

と、ところがそれを見越していろんな公共事業
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を張りつけた結果、もくろみが外れまして債務

が残った事例というふうなことでございます。 

 新庄市は、ご案内のとおり、新幹線の関係で、

「ゆめりあ」というか駅前の広場、全体的な整

備をしたあげくに三位一体の改革等々が背景に

あって影響を受けて、これまた大変な債務が残

っているということから、東北で３自治体がそ

ういう状況下に置かれていると。 

 また、今、ご案内のとおり経済状態が非常に

厳しいもんですから、個人の方々でも、リスト

ラされたり、あるいはボーナスが減額されたり

給料が減額されたりというふうなことがあって、

マイホームを手放さなくてはならない、こうい

う事態がたくさん出てるというふうに今言われ

ておりますが、長井市も過去の先行投資に引き

ずられないでまず健全な財政運営をしていただ

きたいなという思いがあって、願いながら、こ

れから質問をさせていただきたいと思います。 

 まず、財政課長にお聞きいたしますが、早期

健全化団体に指定された21団体ありますけれど

も、そのうちのほとんどが実質公債費比率の

25％基準値をオーバーというふうに言われてる

わけなんですが、公共事業への取り組みという

のはわかりますけれども、なぜその前にチェッ

クならないという状況が出てきてこういうふう

になるんでしょうか。その要因となっているよ

うなものを課長なりにお考えをお聞かせいただ

ければなと思います。 

○蒲生光男委員長 平 英一財政課長。 

○平 英一財政課長 お答えいたします。 

 やはり委員おっしゃるとおり、過去複数年に

わたる過大な公共投資、集中して行っておると

いうふうな団体が多いようですけれども、長井

市も以前そうでございました。それが一番の大

きな要因だと思います。長井市の場合ですと、

平成15年当時、やっぱり土地開発公社の健全化

の絡みで用地の買い戻しなど行った結果、その

当時、実質公債費比率ではございませんが、公

債費比率というもの、起債制限比率等、そうい

ったものでございますが、20％を超えておった

ときがございます。その後、改善に努めまして、

例えば地方債の発行の抑制とか繰上償還、それ

から高率債の借りかえなどで改善に努めて、今

現在、公債費比率でいえば17％まで20年度は長

井市は改善しております。ただ、実質公債費比

率とすると23.0というふうに高く、早期健全化

基準である25％までぐっと近づいてしまうとい

うのは、やはりこの計算方法に特別会計、例え

ば下水道ですとか病院事業会計とか一部事務組

合の病院組合とか、そちらの公債費への繰出金

もこの計算に一緒にされた、公債費の中に含ま

れたというようなことがありまして、この計算

方式が標準財政規模に占める割合、公債費の割

合ということになりますもんですから、むしろ

そちらの方で数値を押し上げる要因になってい

るというふうなことではないかというふうに考

えております。以上です。 

○蒲生光男委員長 ７番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 私がお聞きした視点が

若干違うのかなというふうに思ったんですが、

長井市の状況でなくて、21団体のうちの19団体

が実質公債費比率なってると。ほかに４つの指

標ありますね。全部標準財政規模に対する比率

なわけなんですが、ほとんど実質公債費比率に

ひっかかってるんですよ。ということはなぜな

んだろうなというふうなことで財政課長の見解

お聞きしたいなと思ったんでした。答弁お願い

しますか。 

○蒲生光男委員長 平 英一財政課長。 

○平 英一財政課長 お答えします。 

 ほかの２つ、実質赤字比率とか、そういった

ものについては、赤字の会計というのはなかな

か、特別会計、赤字にならないように繰出金が

あるということもありまして、赤字の団体はそ

うないかと思います。さらに、後年度負担比率

につきましても、標準財政規模の３倍以上ぐら
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いが早期健全化というふうなことで、単年度の

あくまでも数値でございますが、実質赤字比率

となると過去３年間というふうな、それの平均

値をとっていくというふうなこともありまして、

ほかの３つの指標については単年度、単年度と

いうことでクリアできていくというふうなこと

があろうかと思います。 

○蒲生光男委員長 ７番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 そういうことなんです

よね。実質赤字比率、それから連結実質赤字比

率等々についてはその年度年度で明らかにあら

われてきますのでチェックが可能なんです。割

合容易なんです。ところが、この実質公債費比

率というのは過去の公共事業の積み重ねで出て

くるもんですから、数字が大きくなったときに

はおっとっとっとっと言ってる状況ではなくな

ってしまうというふうなことなもんですから、

これは非常に注視して財政運営というものをし

ていかなければならないなというふうに思うん

です。ぜひよろしくお願い申し上げたい。 

 もう１点、財政課長にお聞きしますが、４つ

の指標の算出の分母については、先ほど来出て

ますけれども、標準財政規模となってますね。

長井市が72億円ほどというふうになりますが、

長井市の人口が平成17年の国調で、今、地方交

付税等も基準になっていると思います。ですが、

これが次回の国調、平成22年になります。来年

なわけです。その数値、今度、人口の数値でも

っていろいろ交付税にも影響してくるというふ

うになると思います。この３万人台と２万人台

の人口となった場合の交付税に与える影響って

どういうふうになってくるものなのかなと。当

然分母が小さくなってくるだろうというふうに

思いますし、分母が小さくなった場合には実質

公債費比率の方にどのように影響してくるかと

いうふうなことで財政課長の見解をお伺いした

い。 

○蒲生光男委員長 平 英一財政課長。 

○平 英一財政課長 お答えいたします。 

 交付税の人口を使って出す費目はたくさんあ

るわけでございます。ことしの６月でしたか、

大道寺議員の方からも質問を受けたことがござ

います。平成20年度になりますが、20年度の人

口で使った交付税がたしか33億6,900万円ほど

でございます。同じ単位費用で22年度の予測人

口でございます２万9,500人、約1,400人減ると

いうふうな予測でございますが、その1,400人

減ったときの20年度と同じ計算方法で算出した

交付税が１億2,149万9,000円ほど減少するとい

うふうな試算が出ております。約１億2,000万

円ということになりますが、1,400人減少する

ことによって１億2,100万円ほど交付税が減る

というふうな試算になります。 

 先ほど申し上げました標準財政規模、実質公

債比率を算定するに当たっての分母です。分子

が公債費ということになるわけでございますけ

れども、この標準財政規模と申しますのは、簡

単にいいますと、市税や交付税など標準的な年

間収入額でございます。要するに交付税と市税

を足したものが標準財政規模、長井市で申しま

すと72億1,700万円、これに臨時財政対策債を

足せば、２億7,000万円足すと大体74億9,000万

円というふうな数値が出てございますが、一般

的に74億円で計算するんですが、交付税が減れ

ば当然分母が小さくなっていきますので、それ

に占める公債費の割合は大きくなるわけでござ

いますから、１億2,000万円も仮に減ったら相

当数値が、分子が同じだとすればですけれども、

また実質公債費比率は数値が上がるというふう

な結果になると、そういうことが言えます。以

上です。 

○蒲生光男委員長 ７番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 財政課長の答弁のとお

り、分母が小さくなれば当然そういう結果にな

るわけでございますので、ぜひこれからの公共

事業への取り組みというのはやっぱり皆さんが
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納得できるような、そして間違いのない財政運

営をしていかなければいけないなというふうな

ことで認識をしなければならない、改めなけれ

ばならないというふうに思っているところでご

ざいます。 

 次の２点目に入りますが、財政の実情と展望

はとしてお聞かせをいただきたいと思います。 

 一般質問で、私に対する答弁の中で、19年か

ら市長が就任されてからの財政状況、19年は財

政危機脱出元年として位置づけて取り組まれた

こと、あるいは20年につきましては財政の正念

場だったと、禁じ手も使ったりせざるを得なか

ったというふうな答弁をいただいております。

それでも21年は実質公債費比率25％以下を達成

して１億円ほどの財政調整基金も積むことがで

きたということで、健全化の方向にあるとおっ

しゃっておられますが、まだまだ厳しいんだな

というふうな認識に立つのが本来でないかなと

いうふうな思いもいたします。 

 22年の予算編成に当たりましては、地方交付

税あるいは国の状況等もありまして、不透明感

もあるというふうなことで、予算編成非常に厳

しいと受けとめているというふうにおっしゃっ

ておられますが、その件で重ねて市長にお尋ね

をしたいと思います。 

 実質公債費比率の状況、ただいま申し上げた

とおり、それから長井市の起債の残高の状況な

どもご承知のとおりだと思いますし、人口減少

の状況も重々承知の上、それから不透明な国の

動向等々踏まえまして、今の長井市の財政の実

情と展望について市長はどのように認識され、

分析されているかお伺いをいたします。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 佐々木委員がご指摘のとおり、実質公債費比

率が23％になったとはいえ、まだまだ予断を許

さない厳しい状況であると、加えて人口の減少、

また国の動向が地方交付税、きょうあたりは22

年度は地方交付税、総体的に増加というのは堅

持されるような方針があったように聞いてます

が、まだまだ予断を許しません。そんなことか

ら、平成26年に18％割るんだという、これを目

標にこれからも計画的な、特に公共投資等につ

いては慎重の上にも慎重に行わなければならな

い、そのように思っております。ただし、やは

り足かけ、前市長の平成13年から見ますと、平

成13年からの５カ年計画というのは、その当時

はまた厳しい状況だったわけですが、今から見

ればやっぱり本番はこれからだというふうに思

っておりますので、その辺は踏まえつつも、市

民には実態を明らかにしながら、ただ何にもで

きないという状況じゃなくて、やっぱり少しず

つ、公共事業は抑制しなきゃいけないんですが、

新たな取り組みなども行っていく時期ではない

かなというふうに思っております。 

○蒲生光男委員長 ７番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 財政全体の認識という

面では共通する認識なのかなというふうに受け

とめさせていただきました。ただ、今、地方交

付税、22年度の動向を見ますと、確かに、厚く

というよりも、私は前倒しというふうに思って

おります。特に今年度の税収の減少に対する手

当てをしないと地方はもうどうにもたち行かな

くなるということがあってそれを前倒しで地方

に交付しようと。交付税の特別会計は、これは

もう火の車でありますから、これは幾らでも経

済状況が大変ならどんどん地方に還元できます

よという代物ではないということでありますし、

また来年度予算についても、来年度の税収不足

に対する対応ということも要素として十分含ま

れておりますので、そういう安易な財政運営と

いうのは期待できないのではないか、やっぱり

厳しいのではないかなというふうに思いますの

で、市長も慎重にというふうなご意見でありま

すから、ぜひそのような取り組みをしていただ

きなというふうに思います。 
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 次に、２点目に入らせていただきますが、運

動公園の整備についてということでございます。

この事業につきましては、後で用地取得の経過

をお聞きしますけれども、その前に、17年に用

地取得してるわけですね。17年以降に議会で質

疑があったことについて若干紹介したいと思い

ます。小関議員と、それから髙橋孝夫議員が、

お二方が17年度以降に質疑をされておりまして、

当時、目黒市長になるわけですけども、目黒市

長も２期目で、もう２期しかやらないと、こう

いうことでありましたから余り具体的な答弁は

なされていないようでございまして、とにかく

水路を移設をして、あとは、財政が非常に厳し

いということもあって、状況を踏まえながら総

合的な検討をしていきたいという程度にとどま

ってます。当然だろうなというふうに思ってま

すが、ただ小関議員の場合は別の視点で聞いて

るようですが、これは工業高校の改築絡みもあ

って、当時、聞いたのは17年なんですが、その

答申が出されておったんですね、平成９年ごろ。

その答申の内容に沿って整理をできないかとい

うご意見、ご質疑あったんですよ。ただ、その

際の目黒市長の答弁は、その当時、改築絡みだ

ったもんですから、野球場とか市民グラウンド、

プール、こういったものは全部県に買ってもら

って、そしてプラザの方に集中するということ

の計画だったんですよ。それはできないという

ことで、まずは水路を動かして、そして身の丈

に合った整備をするというような答弁にとどま

っておったようです。その辺を踏まえながらお

聞きをしたいと思いますが、この用地を取得し

てきた目的、経緯について財政課長にお聞きし

たいと思います。 

○蒲生光男委員長 平 英一財政課長。 

○平 英一財政課長 お答えいたします。 

 経緯ということでございます。平成４年度に

プラザの東側の土地を長井市土地開発公社が市

の依頼を受けて運動公園用地ということで民間

地権者から買収しております。その後、運動公

園整備は行うということにはなりませんで、財

政状況が硬直化しておりましたもんですから、

必要性とか緊急性、総合的な観点から優先度は

低いというふうに判断されたようでございます。

具体的な整備計画は今まで先送りされてきたと

いうことになります。平成13年の３月に土地開

発公社の経営の健全化に関する計画、これを市

の方でつくりまして、県知事から公社経営健全

化団体ということで指定されまして、この計画

に従って、先ほど委員からお話ありましたよう

に、平成17年度に公共用地先行取得事業債とい

う起債を活用して土地開発公社から一括市が再

取得してきょうに至ったというふうなことでご

ざいます。この買収につきましては、10年以内

に当該用地を運動公園として整備するためのも

ので、運動公園の整備完了公共用地先行取得事

業債の償還期限である10年後、平成26年になり

ますけれども、10年後を目途に進めるつもりで

ありましたが、このたびの有利な補助事業等、

交付税算入措置のある地方債活用が見込まれる

ために今、平成22年度で実施できないかという

ことで検討しているというふうな状況でござい

ます。以上です。 

○蒲生光男委員長 ７番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 そうですね。平成４年

に最初、取得して、開発公社、代行取得ですね。

そのまま買い戻せなくて、財政状況で買い戻せ

なくて塩漬け用地になってきたと、これを何と

かしなければならないというふうなことで17年

に再取得をしてきたと。その再取得によって、

公共用地取得事業ですから10年以内に整備をし

なければならないということで今回スケジュー

ルに上がってきたのかなというふうに思うわけ

ですが、当然26年度までに新たな新規事業等々

で整備をしなければならないということであり

ますから、これは私も承知しておりますし、そ

うしなければならないと思います。今回のこの
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運動公園の整備に関するスケジュールについて

ですが、生涯学習プラザの館長にお聞きをした

いと思います。 

○蒲生光男委員長 浅野敏明生涯学習プラザ館長。 

○浅野敏明生涯学習プラザ館長 お答え申し上げ

ます。 

 このたびの補助事業につきましては、国土交

通省所管の都市公園補助事業でございます。現

在、22年度の新規採択に向けて本要望の申請中

でございます。例年ですと内示が３月ごろにな

りますが、このたびの政権交代で若干のずれが

あるかもしれませんが、補助金申請は内示を受

けた後、４月か５月に補助金申請、７月に事業

認可申請の予定で進めたいと思っております。

また、並行しまして３月までに都市計画区域の

編入、その後、都市計画の決定の手続きが必要

になるものと思っております。以上です。 

○蒲生光男委員長 ここで暫時休憩いたします。

再開は３時20分といたします。 

 

 

   午後 ２時５９分 休憩 

   午後 ３時２０分 再開 

 

 

○蒲生光男委員長 休憩前に復し、会議を再開い

たします。 

 佐々木謙二委員の質疑を続行いたします。 

 ７番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 先ほど生涯学習プラザ

の館長の方から事業のスケジュールの関係につ

いてお伺いしたわけでございますが、いろいろ

都市計画の区域の変更あるいは都市公園の決定

とかいろんな手順があると思いますけれども、

その見通しについて、本当はプラザの館長に聞

こうかなと思ったんですが、担当が違うという

ふうなことのようでございますので、大変申し

わけないんですが、市長の方にお聞きしたいと

思います。 

 土地利用計画の変更協議、これ必要になって

くると思いますし、また農振計画、都市計画

等々の調整も必要になってくるのではないかな

と、こういうふうに思うんですが、その辺の県

との協議といいますか、その辺の状況について

お聞かせいただきたいなというふうに思います。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 委員ご指摘のとおり、企画調整課の方で管轄

しているわけでございますが、長井市国土利用

計画においては、市街地南部から豊田地区にか

けた地区を町並み地域の一部としておりまして、

開発整備の可能性が高い地域としております。

当該地は農用地とも隣接しているので、周辺環

境に配慮した秩序ある調整を図りながら生活環

境を創出する適切な土地利用を促進する必要が

ございます。また、土地利用マスタープランに

おきましては、置賜生涯学習プラザ周辺を広域

都市交流ゾーンとして、広域的な交流と開発が

予想される地域であり、計画的な開発の誘導に

より良好な居住環境と広域的な交流を形成する

ゾーンとしております。 

 今回の運動公園整備に当たりましては、都市

計画区域の拡大を進めておりますけれども、こ

れは乱開発を規制するものでございまして、国

土利用計画、土地利用マスタープランにおける

適正な土地利用を促進することと目的が合致い

たします。したがいまして、県とも協議しなが

ら進めているものでございまして、長井市国土

利用計画等の変更は不要との県からの回答でご

ざいます。なお、長井市土地利用計画は平成23

年度に次期計画を策定予定でございまして、土

地利用の現状と将来像を見据えて策定作業を進

める予定でございます。以上です。 

○蒲生光男委員長 ７番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 その考え方といいます

か、それはわかりましたけども、採択になれば
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この事業を進めたいということを市長は言って

るわけなんで、その協議の調整上、支障となっ

てるような状態がないのかどうかということな

んです。スムーズに農振関係、都市計関係の順

調にその辺の協議は調っているのかということ

を確認したいんです。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 土地利用につきましては、県と

の調整は順調にいっており特に問題はないと。

ただし、安部委員からご質問ございましたよう

に、新たに都市計画区域に参入する地域につい

ては地域の住民の説明会がまだ不十分といいま

すか、これからも行いますので、その中でやは

り理解を求めていくと。そしてまた今回は都市

計画区域の変更を21年度、今年度、県の審議会

にかける予定でおりますので、それ以降、地域

の皆さんにご理解いただけるように具体的な前

向きな計画も進めていかなければならないだろ

うというふうに思っております。 

○蒲生光男委員長 ７番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 わかりました。 

 それでは、次に進みますが、４番目の種目別

の、工種別といいますか、それの事業費と財源

の内訳といいますか、まだ細部の実施設計出て

ないわけなんで、それは承知の上で聞いており

ますので、大ざっぱな工種の中身で結構でござ

いますので、トータル８億5,000万円に合致す

るような中身の部分をお知らせいただきたい。 

○蒲生光男委員長 浅野敏明生涯学習プラザ館長。 

○浅野敏明生涯学習プラザ館長 お答え申し上げ

ます。 

 委員お話しのとおり、今の段階では本当の概

算でございますので、それを踏まえてお聞きし

ていただければというふうに思います。まず、

補助事業の種目別事業費でございますが、本工

事費で４億8,300万円でございます。測量及び

試験費で3,700万円でございます。用地費で３

億80万円でございます。事務費で3,300万円、

これは５年間の事業費ということでありまして、

合計で８億5,380万円ということになります。

財源でございますが、補助率が施設費補助と用

地費補助が異なります。施設費補助率が２分の

１でございます。用地費の補助率が３分の１で

ございます。これを計算しますと、補助金の合

計額が３億7,670万円でございます。残りは市

費でございますので、残りの４億7,710万円と

いうことになります。以上でございます。 

○蒲生光男委員長 ７番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 残起債といいますか、

市の負担分ですね。４億7,700万円ほどになる

わけですが、このうち前回の大道寺議員だった

かの質問に対して答弁してるのは、後年度の交

付税措置がありますね。それを見込みますと最

終的な市の負担というのはどのぐらいになるん

ですか。 

○蒲生光男委員長 浅野敏明生涯学習プラザ館長。 

○浅野敏明生涯学習プラザ館長 詳細については

財政課長の方が詳しいかと思いますが、私の方

からは、国で示しております財源構成モデルと

いうふうな中でお答え申し上げたいと思います。

それによりますと、市費４億7,710万円のうち

一般公共事業債が90％というふうに示されてお

ります。地方負担分の30％は地方交付税措置と

いうふうに示されておりまして、自己資金とし

ては10％というふうに示されております。先ほ

ど財政課長の方からはもっと有利な数字が示さ

れてますので、詳細については、私からお答え

できるのは国で示している財源構成モデルとい

うことでお答え申し上げたいというふうに思い

ます。以上です。 

○蒲生光男委員長 ７番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 じゃあ、財政課長に聞

かざるを得ないわけですけども、最終的な負担

額というのはどのぐらいになるんですか。 

○蒲生光男委員長 平 英一財政課長。 

○平 英一財政課長 先ほども申し上げましたが、



 

―１７８― 

＋ 

＋

＋

＋

地方債分としては４億7,100万円ほど見込まれ

るのではないかということでございまして、こ

の地方債につきましては一般公共事業債90％、

それに調整分がございますもんですから、調整

分が入りまして、10％ですから、100％を最大

で見込めると、建設当初についてはほとんど一

般財源の持ち出しは、端数というふうな格好に

なろうかと思います。後年度、地方交付税措置

されますのが一般公共事業債、さらに調整分、

これの35％が事業費補正という格好で算入され

ます。あと残り30％前後が単位費用で入るとい

うことではございますが、単位費用になります

とばらけてしまいますもんですから、幾ら入っ

たというようなことはほとんどつかめないので

はないかというふうに考えております。 

○蒲生光男委員長 ７番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 それからもう１点、プ

ラザの館長に確認しておきますが、大道寺議員

に対する答弁で、何かプラザの西北の方ですか、

の駐車場、市長だったかな、西北の方の駐車場

の整備、あるいはプラザの前の駐車場の整備も

一体的にやるんだというふうな話があったよう

に記憶してるんですが、そこはどうなんでしょ

う。市長ですか。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 私の方で一般質問の際にお答え

させていただきましたが、やはりプラザ正面の

西側、前の西側ですね、それと体育館の西側と

いいますか、県道に接する部分でございますが、

相当やはり雨が降りますと大変な状況になりま

して、舗装せざるを得ないだろうと、その部分

が2,000万円から3,000万円をこの部分で事業費

の中に見ておりますので、そういった部分も単

独でしなくても済むということから、実質的に

は、４億7,710万円ですか、そのうち実質的な

負担は、財政課長のとおりでいきますと、３億

3,000万円ぐらいでしょうか。そのぐらいで済

むのではないかというふうに思って、非常に有

利な制度で、これはぜひやりたいなというふう

なことで取り組んだところでございます。 

○蒲生光男委員長 ７番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 市長の答弁の中でも、

実質的に余計に出さなければならないところは

5,000万円ぐらいだみたいな、何か答弁、この

前の一般質問の過程であったように記憶してる

んですが、と見れば、用地代替ですと3,000万

円というふうなことが、持ち出し分の余計な分

がそういうことになると、こういうことのよう

ですね。それで、この前の答弁を聞いてますと、

やっぱり当然プラザの建設当時からの計画があ

って、17年に借換債で購入したと。そして26年

までに整備をしなければならないと、そういう

縛りがある中で何としても先送りができないん

だと、そして防災公園の整備は非常に有利な制

度でチャンスだと、長年の課題でありますし、

国のすばらしい制度を見つけた、今しかないと

いうふうなことで、千載一遇のチャンスが来た

んだと、こういうことをおっしゃられておりま

す。ここまでは本当にそのとおりだと思うんで

すよね。その後、少し５番目と６番目を中心に

お聞かせいただきたいわけであります。 

 浅野館長、この前の一般質問の答弁で、天然

芝、それから陸上施設、その他を含めまして維

持管理費が500万円程度におさまるというふう

な答弁されておりますけれども、これは非常に

甘い見通しじゃないかなというふうに私は感じ

ました。私の感じですよ。この維持管理という

のは財政運営上、経常経費に当たります。そし

てその結果、経常収支比率に大きく影響してく

る。また、後年度負担が施設のある限り続く。

そして、先ほど来申し上げてますように、分母

が小さくなりますので、いろんな意味で、これ

後年度に影響して、長井市の財政の硬直化につ

ながってくるということでありますから、単に

維持費が500万円だというふうなことで見る性

格のものではないのでないかなというふうに私
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は思ってます。単に500万円が500万円でなくな

りますよというふうなことを申し上げたいわけ

であります。 

 それから、地質の関係についてもいろいろお

っしゃっておられますけれども、私はあそこの

地質は非常に悪いと見てます。あそこは土地改

良でＢ地区と言われてる土地で、しょっちゅう

転作確認なんかで私も行ったことあるんですが、

青砂だったんです。非常に地質が悪いなという

ふうに思ってます。それで、実はボーリングし

た資料を手に入れました。それで見ますと、６

メーター50まではシルト泥砂れきというのかな、

色は青と灰色のまじりのシルトだと、そしてそ

の下はれき系が入ってると。これはボーリング

の資料なんですけども、35メーターのボーリン

グ資料です。ちょうど近くです。これを見る限

り、私は非常に土地はよくないと思います。ぜ

ひ、資料が違うようですから十分検討していた

だきたいなというふうに思いますが、そういう

面からいいますと、地震等の確率は確かに、30

年で0.03ですか、確かにそういうふうに公表は

されてますよ。ですけども、地震なんていつ来

るかわかりませんよ、正直言って。日本列島ぐ

らい地震のプレートが走ってる国はないんです。

世界一なんです。だから、どこに地震があって

もおかしくないと言われてるのが日本列島なん

です。ですから、確率が幾らだなんていうよう

なことで判断するべきものではない。そこの土

地が適地なのかどうかということをしっかりと

検証する必要がある。そういうふうなことで、

何かがあった場合、何かがあった場合って、災

害があった場合は非常に私は疑問を感じます。

地震になりますと、液状化現象なんてよく言わ

れますけれども、一番早く来るような場所じゃ

ないかなというふうに思って見ておりますので、

ぜひこの辺は十分な検討をしていただきたいな

というふうに思います。 

 それから、この前、12月11日の新聞に載って

おったんですが、長井市の行革委員会の皆さん

が市の施設の今後の考え方についてというふう

なことで市有施設の老朽化の状況、維持管理が

これから将来課題になるということがあって、

現地に出向いて調査をしたと、意見交換をした

と。特にあやめ会館、市民グラウンド、平野体

育館、生涯学習プラザ、文化会館等を視察され

たと。皆さんは「人口が３万人も切っておりま

すし、施設も重点化せざるを得ないんじゃない

か」という話し合いになってるようです。また、

「個別の施設について存続をするのか、あるい

は更新するのか、廃止をするのか、こういう仕

分けをする必要がある」というふうなこともあ

りますので、私の質問に合わせていただいて行

動していただいたのかななんていうような感じ

もしたんですが、こういう状況なり、先ほど来

申し上げてる長井市の財政状況、それから現場

の状況、もろもろ考えて、市長どのように感じ

られるか、ご意見お聞かせいただきたい。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 委員からお話ありましたように、先日、行革

推進委員会の皆様に、ちょうど任期がえでござ

いまして、これから２年間ということで、その

際に特に市の課題として大きいものがそういっ

た公共施設、大体140ぐらいございます。これ

以外に小学校、中学校があると、それと課題が

道路、水路等だと。道路のいわゆる議会の請願

の採択の路線が38路線、それから地元の要望等

で上がってるのが27路線ございまして、これか

らのいわゆる財政健全化を見据えた上で考えて

いくときにこれらをどういうふうに判断したら

いいかということで行革推進委員の皆様からま

ず実態を見ていただいて、ある程度時間をかけ

て仕分けをしていただきたい旨を相談したとこ

ろでございました。行革の委員会側からは、じ

ゃあ行政側としてどう見てるかという視点、そ

れから市民サイドから見てどう見てるかと、あ
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ともう一つは利用者サイド、そういった軸の評

価も必要だろうと、次回についてはそれらにつ

いてもう一度まとめてまた協議しましょうとい

うようなことになったわけでございますが、や

はりその辺は十分に検討には検討を重ねながら、

少なくとも今後10年、またそれ以上の見通しを

それぞれの施設等々点検して考えなきゃいけな

いと、今回のこの都市公園についてもその中の

位置づけてとして考えていかなきゃいけないと

いうふうに思っております。 

○蒲生光男委員長 ７番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 全くいい視点で行革委

員の皆さんにその精査をお願いしたということ

は時宜を得たことかなというふうに思っており

ます。そういう面からいっても、今回のこの事

業についてはやっぱり慎重に取り組んでほしい

なというふうに思っております。そういう面で、

事業の内容が適切か、精査も必要ではないかと

いうようなことで、６点目、上げさせていただ

いております。 

 先ほど来申し上げておりますように、先行取

得事業で取得したわけですから、これは何とし

ても整備をしなければならない。これは前の市

長が先送りしたわけで、今その引き継いだ市長

が何とかしなければならない、その役目、役割

なんだろうというふうに思います。そういう面

からいいますと、持ち出しというんですか、負

担的な面からいけばすばらしいやっぱり補助事

業を探したと思いますよ。ただ、先ほど来言っ

てるような状況も踏まえて今後のことについて

は十分な精査をしていただきたいなと。特に、

今、計画の中身のこまいところまでは聞かなか

ったわけですけれども、公認のトラック、これ

本当に必要なんでしょうか。これを管理してい

くなんていったら容易でないんじゃないですか、

これがまず一つ言いたいんです。それからスタ

ンド、備蓄倉庫。スタンドまで、あの土質のと

ころにスタンドを設けるというのはいかがなも

のかと。それから備蓄倉庫も、私、消防署に行

って見てきました。結構ありました。それから

水も２階の方に保管されております。ですから

改めて、そんなに大きなものでないというふう

に市長おっしゃってますけれども、それだった

らもっと、スタンドなんてしないで小さな簡易

施設の建物、あるいはダムで工事事務所の施設

をいただいてくるとか、そういったことで十分

可能なのではないかと、そんな感じもします。

それからサッカー場も、確かに長井には芝のサ

ッカー場ありませんから欲しいことは欲しいで

すよ。ですけれども、身の丈に合ってるのかな

というふうなことを考えますと、これからの維

持補修というような面も考えると果たしてそう

なのかなというふうな思いがいたします。 

 事業そのものは千載一遇なんです、やっぱり。

市長と同じです。ただ違うのはそこなんです。

本当に市民がこれ何としても必要なんだと、そ

ういう盛り上がりがあって計画したものであれ

ば、私はこれは必要なんだろうと。ところが、

この用地を26年度までに何とかしなければなら

ない。そのためにするんだったら本末転倒でな

いかというふうに思うんですよ。私はそうでな

くしていただきたいなと、将来を十分見通した

財政運営の中できちっと取り組んでいただきた

いなというふうな思いがあるんですが、市長の

ご意見をお伺いします。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 佐々木委員ご指摘のとおり、や

はり市民の盛り上がりも残念ながら現在のとこ

ろあるわけでなく、ただ陸上関係の方からはい

ろんな要望がございますが、やはり身の丈に合

った、後年度の負担も考えながら最終的には決

定しなきゃいけないと思います。現在は事業採

択に向けての要望の状況でございますので、採

択後、実施設計をする際に十分検討して、なお

かつ宮のプールとかグラウンド、野球場、あち

らとの整合性も含めながら十分検討しながら誤
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りのない判断をしていかなければならないとい

うふうに思っております。よろしくお願いしま

す。 

○蒲生光男委員長 ７番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 十分に検討していただ

いて整備をするということの答弁でありますか

らよかったなと思ってるんですが、整備はしな

ければなりませんからね、これはぜひしていた

だかなければならないと思います。ただ、その

方法なんですよ。一つ提案したいんですが、先

ほど財政課長の答弁聞いてますと、一応起債の

充当率ありますよね。ですけれども、物によっ

ては交付税措置も考えられるような起債措置も

あるのでないかなと、整備の仕方によっては。

公園等整備事業とか、何か頭にくっつければそ

ういうものが対象になってくるんでないかとい

うふうに思います。幸いにしてというか、不幸

が幸いしたんだと思いますけれども、今の経済

状況から経済対策が国の方でとられてきており

ます。何とか経済対策の一つでこれ上物を何と

かできないかなというふうな思いがあるんです

が、その場合の起債の関係について、財政課長、

どうですか。後年度の起債に対する交付税措置、

対象になるような事業、考えられませんか。 

○蒲生光男委員長 平 英一財政課長。 

○平 英一財政課長 先ほども申し上げましたが、

一般公共事業債を充当すれば交付税措置35％と

いうふうなことでご説明させていただいており

ます。それ以外にも単位費用の方で、単位費用

といいますのはちょっと見えない、どう説明し

たらいいんでしょうか。例えば公園費とか社会

教育費とか交付税の中に名目がありますけれど

も、それを算定する場合に人口にその単位費用

を掛けて例えば公園費用を出すとか、そういっ

た中の、その単位費用の中に一部公債費分も取

り組むというふうな内容でございますので、何

ぼ入ったかというのはちょっと見づらいんです

が、事業費補正ということで算入されますと、

実額で計算になりますもんですから幾ら交付税

に算入されたかわかってくるわけになります。

それが大体４億7,000万円ほどの一般公共事業

債が適用になれば、そのうちの35％はその償還

にあわせて交付税に算入されて長井市に入って

くるというふうなことになります。 

 さらに、一般公共事業債といいますのは、普

通の銀行縁故債とか、一般単独になりますと銀

行縁故債というふうに、市中銀行から借りるよ

うな格好になりますけれども、一般公共になり

ますと……。よろしいですか。 

○蒲生光男委員長 ７番、佐々木謙二委員。 

○７番 佐々木謙二委員 最後に１点だけ市長に

お伺いしますが、経済対策で取り組めないもの

でしょうか。それから、取り組めるとすれば、

そういうもので取り組むような考え方もしてい

ただきたいなと。そのためにいろんな面から検

討、精査していただいて、もしできればそうい

うふうにしていただきたいなというふうに思い

ますので、最後にお聞きいたします。 

○蒲生光男委員長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 佐々木委員からいろいろご提言

いただきました、そういった経済対策の一環と

して一般公共事業としての扱い、これらについ

ても来週国の方にこの件で行く予定でおります

ので、経済対策としてもぜひということでなお

いろいろお願いしてまいりたいというふうに思

います。 

 

 

 大道寺 信委員の総括質疑 

 

 

○蒲生光男委員長 次に、順位５番、議席番号４

番、大道寺 信委員。 

○４番 大道寺 信委員 私の方から通告してお

ります２点について質問申し上げますけれども、

第１点目の運動公園の関係につきましては午前


